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開  会 

 

○河内データ通信課長  本日はお忙しい中お集まりいただきまして、誠にありがとうご

ざいます。 

 ただいまから情報通信審議会情報通信政策部会ドメイン名政策委員会第１回会合を開

催させていただきます。 

 私は、事務局を務めさせていただきます総務省総合通信基盤局電気通信事業部データ

通信課長の河内と申します。よろしくお願いいたします。 

 当委員会の主査につきましては、お手元の参考資料１－２「ドメイン名政策委員会の

設置」第２項第２号に基づきまして、今月１日に開催されました情報通信審議会情報通

信政策部会におきまして、須藤部会長より慶應義塾大学教授の村井委員が主査として指

名されておりますことを御報告申し上げます。 

 それでは、議事の進行につきましては、村井主査にお願いいたします。よろしくお願

いいたします。 

○村井主査  ただ今ご紹介いただきました慶応大学の村井でございます。よろしくお願

いいたします。本日はお忙しいところお集まりいただきましてありがとうございます。 

 御説明がありましたように、新藤大臣よりドメイン名に関する情報通信政策の在り方

ということで、国別トップレベルドメインの管理運営において求められる信頼性・透明

性とその確保の在り方及び国別トップレベルドメイン以外のドメイン名の管理運営にお

いて求められる信頼性・透明性と確保の在り方ということの諮問をいただきました。大

変難しい課題でもありますし、たくさんの知見が必要になる分野ではないかと思います

ので、この委員会は、それぞれの視点からの経験・知見ということで専門家の方にお集

まりいただいていると理解しております。ぜひ皆様の活発な御議論をいただければ幸い

でございます。よろしくお願いいたします。 

 本日は上川総務副大臣、藤川総務大臣政務官に出席いただいているということで、そ

れぞれの御挨拶をいただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○上川総務副大臣  皆様、こんにちは。ただいまご紹介を賜りました総務副大臣を拝命

いたしております上川陽子と申します。 

 本日は村井先生をはじめとして、各委員の先生方におかれましては、大変お忙しい中

を御参集賜りまして本当にありがとうございます。 
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 日本におきましてインターネットは、１９８６年に村井先生が「.jp」の管理を始め

て以来、１９９３年のインターネット商用化とともに、民間主導で急速に普及発展をし、

また今日では、インターネットは我が国の社会構造の中でも大変大事なインフラとなっ

ているところでございます。インターネットを利用する上での基盤であるドメイン名の

システムは、まさに極めて高い公共性を有するところに至っていると理解しております

けれども、ドメイン名システムが機能しなくなった場合においては、大変深刻で甚大な

影響が社会経済に及ぶと思っております。そういう意味で、このたびその管理運営に当

たっての信頼性・透明性が強く求められている状況の中で、この１０月１日にドメイン

名の管理運営に求められる信頼性・透明性とその確保の在り方につきまして、情報通信

審議会に諮問させていただいたところでございます。 

 本日の会合では、事務局からドメイン名に係る現状につきまして説明をさせていただ

き、その後、先生方にフリーにディスカッションを賜りたくよろしくお願い申し上げる

次第でございます。ぜひとも忌憚ない御意見を活発に交わしていただきまして、大変難

しい課題でございますが、しっかりとした御助言を賜りますよう、よろしくお願い申し

上げます。 

○村井主査  どうもありがとうございました。 

 続きまして、藤川総務大臣政務官、よろしくお願いいたします。 

○藤川総務大臣政務官  改めましてこんにちは。御紹介いただきました総務大臣政務官

を拝命いたしております藤川政人と申します。委員の先生方におかれましては、お忙し

い中を御参集賜りまして、私からも心から感謝申し上げます。 

 先ほど副大臣から御紹介させていただきましたとおり、ドメイン名については、情報

通信審議会に諮問させていただいたところであります。諮問の背景の１つに、今後利用

可能となるドメイン名候補の募集選定を世界的に行っているということがございます。

私の地元の愛知からも地名の名古屋の「.nagoya」、そしてトヨタ自動車株式会社の

「.toyota」、「.lexus」というところが申請をされたと聞いており、申請が通れば利用

可能となる運びとなるわけであります。これらを含め、今後は「.jp」のみならず、日

本の企業が、さまざまなドメイン名を管理運営していく機会も増えると思いますので、

一般の方々が安心して使えるドメイン名の管理運営とは何かを、ぜひとも先生方に御審

議賜りたいと存じ上げます。 

 これら新しいドメイン名の申請についても、事務局から現状の説明をさせていただき
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ますので、構成員の先生の皆様方におかれましては、それらも含め、ぜひとも忌憚のな

い御意見をいただければと思います。簡単でありますが、一言御挨拶とさせていただき

ます。よろしくお願いします。 

○村井主査  どうもありがとうございました。 

 それでは、カメラ撮影はここまでということでございますので、御退席をお願いいた

します。 

（カメラ退室） 

○村井主査  それでは、本日の委員会の進め方でございますけれども、第１回目の会合

となりますので、設置、運営、諮問内容、背景等について事務局から御説明いただき、

その後、構成員の方にはフリーディスカッションをしていただくということとなります。

第１回目ですので、御自分のお立場その他を説明していただければいいかというふうに

準備をしておりますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、配付資料の確認を事務局からお願いいたします。 

○西室データ通信課課長補佐  私、データ通信課の西室と申します。よろしくお願いし

ます。 

 それでは、配付資料の確認をさせていただきます。議事次第と座席表のほかに、本日

は資料１－１から１－３、それぞれ運営について、あとパワーポイントのホチキス留め

の現状について、及び最後１枚紙なんですが、今後のスケジュールについてということ

で資料を配らせていただいております。そのほか参考資料といたしまして、情報通信審

議会の諮問書、１０月１日に使ったやつでございますが、これと参考資料１－２として

委員会の設置、こちらも親会である審議会のほうでドメイン名委員会の設置が決まった

ときに使ったものでございます。そして同じように参考資料１－３で名簿、及び参考資

料１－４として、情報通信審議会でいただいた御意見をつけさせていただいております。

過不足等ございましたら、事務局まで御連絡いただければと思います。以上でございま

す。 

○村井主査  ありがとうございました。それでは早速議事に入りたいと思います。 
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議  題 

 

  （１）ドメイン名管理の現状について 

 

○村井主査  情報通信政策部会の須藤部会長から、参考資料１－３のとおり構成員一覧

をいただいておりまして、これは須藤部会長から指名された顔ぶれでございます。 

 次に主査代理を決めるプロセスがございまして、主査は私が指名されており、主査が

主査代理を指名することになっておりますので、主査代理を東京大学の江﨑先生にお願

いするということで準備しております。江﨑先生、よろしいでしょうか。 

○江﨑主査代理  はい、お受けいたします。 

○村井主査  一言御挨拶お願いします。 

○江﨑主査代理  東京大学の江﨑と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 インターネットに関しては、村井先生とずっといろいろ仕事をさせていただきまして、

今回はドメインネームに関しての議論をするということで、できるだけのことをやりた

いと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

○村井主査  ありがとうございます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、当委員会の設置、運営等に関しての説明を事務局からお願いいたします。 

○西室データ通信課課長補佐  本委員会は、上の親会である情報通信審議会及び情報通

信政策部会のほうで設置されておりまして、大まかな規則は参考資料１－２につけさせ

ていただいたんですが、細かい規則は委員会に諮って決めるということなので、最初の

資料１－１を御覧ください。こちらのほうで会議の公開条件だとか、その辺を今回諮ら

せていただきたいと思います。 

 それでは資料１－１「ドメイン名政策委員会の運営について（案）」を諮らせていた

だければと思います。１は、主査は、委員会の議事を掌握するということで、２で、会

議は、主査が招集するとなっております。３、４が、ワーキングの設置に関するもので

ございまして、主査がワーキングを設置し、４でワーキンググループの座長及び座長代

理は主査が指名することができるとさせていただければと思っております。５から９は

会議等の公開の話でございまして、５は、会議は原則として公開する。６は、非公開と

する場合は、その理由を公表する。７は、開催案内は事務局のほうでホームページに掲

載する。８でございますが、議事録を作成し、資料とともに基本的には公開とさせてい
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ただきたいと思います。８と９の後半でございますが、主査が必要と認めた場合、非公

開とすることができまして、議事録等、資料も含めですが、非公開とする場合はその理

由を公開するとさせていただければと思っております。そのほか細かい規則が必要にな

った場合は、主査のほうで必要事項を決定するという案を作らせていただいております。

よろしくお願いいたします。 

○村井主査  ありがとうございました。 

 それでは、このような形で運営させていただくということで、何か御意見、御質問等

ございますでしょうか。このような形で進めさせていただくということでよろしいでし

ょうか。 

 それでは、原案のとおり本委員会を運営したいと思います。よろしくお願いいたしま

す。 

 続きまして、ドメイン名管理の運営の現状についての説明を事務局からお願いいたし

ます。 

○西室データ通信課課長補佐  ありがとうございます。それでは資料１－２を用いまし

て、ドメイン名に係る背景を事務局から説明させていただきます。 

 １枚めくっていただきまして、「インターネットドメイン名とは」と書かせていただ

いていますけども、皆様普段ホームページを見るときに使っている、例えば総務省であ

れば「soumu.go.jp」だとか、メールアドレスに＠以下に「soumu.go.jp」がついていま

すが、ドット何とかドット何とかと続くものが、いわゆるドメインと呼ばれているもの

でございまして、一番右側から大体大きなものがついていまして、総務省の場合はわか

りやすくて、トップレベルドメインである「.jp」が一番右にあり、日本の中のガバメ

ント「go」ということで、ガバメントの中の総務省というふうに、大体右側から階層で

トップレベルドメイン、セカンドレベルドメインと続いております。 

 一番右側のトップレベルドメインは「.jp」で、こちらは国別に振り分けられている

んですけれども、国別になる「.uk」がイギリスだったり、「.cn」がチャイナだったり

するというので、国別トップレベルドメインと、あとそのほか商業組織が使っている

「.com」とか、非営利組織が使われている「.org」という分野別というふうに、国別ト

ップレベルドメイン、分野別トップレベルドメインがございます。 

 １ページめくっていただきまして２ページ目でございますが、左側の図、普段パソコ

ン同士、コンピューター同士、機械同士が通信するには、宛先を数字で用いていまして、
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それをＩＰアドレスと呼んでおりますが、ドメインは、ＩＰアドレスだとどうしても数

字の羅列なので人間がわかりづらいということで、ドメイン名を普段使っているという

背景がございます。ということは逆に言えば、ドメイン名をパソコンに打ち込んだとき

に、パソコン同士が通信するには、ドメイン名をＩＰアドレス、数字に変換する仕組み

が必要でございまして、それをドメインネームシステムと呼んでおります。それが右側

の図でございます。 

 どのようにしているかというと、右下の図になりますが、人間が、例えば「総務

省.jp」のＩＰアドレスはと聞くと、そもそも「.jp」とは何だというのを、一番上の階

層にあるルートサーバーに聞きまして、「.jp」というのはＪＰＲＳさんが管理してい

るんだという情報をもらうと、もう一回そのパソコンが、ＪＰＲＳさんが管理している

ＤＮＳサーバーに聞きに行って「総務省.jp」は誰が管理しているんだと聞いて、「総

務省.jp」というのは総務省が管理しているんだということで総務省のアドレスがわか

るというように、アドレスの右側からどんどん聞いていく仕組みになっております。こ

のような解決方法のために、一番右側とか２番目のＤＮＳサーバーが止まれば、そこか

ら左側のＤＮＳサーバーには聞きに行かないので、それらのメールアドレスとかホーム

ページが使えなくなりますという話がございます。 

 また１ページめくっていただきまして３ページ目ですが、じゃあそういうドメイン名

はどれぐらい使われているのかというのがこのページとその次のページに書かせていた

だいております。ドメイン名でございますが、先ほど言った国別に割り当てられている、

日本は「.jp」だとか、イギリス「.uk」だとかというのは、２５５種類、国と地域がご

ざいます。そのほか、「.com」だとか「.org」とかは２２種類ございまして、右下の棒

グラフなんですけども、「.com」や「.net」は世界中ではよく使われていることを示し

ているのがこのページの図でございます。 

 また１ページめくっていただきまして４ページ目でございますが、国内のドメイン名

の登録情報ということで、大体のイメージをここに載せさせていただいております。国

内のドメイン名の登録数――登録数というのはここでいうと、例えば「何とか.jp」と

かいうのがどれぐらいの種類あるかという話なんですけど、ドメイン名の登録数は一定

の条件のもと、これはいわゆる国内から申請したものしかわからなかったので推計をし

ているんですが、約４００万件ほどございまして、３割が「.jp」、その残りの７割ぐ

らいが「.com」だとか「.info」だとかいうものになっております。 
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 また１ページめくっていただきまして、ここでまたちょっと話が飛ぶんですが、ＩＣ

ＡＮＮという組織の説明を簡単にさせていただきたいと思います。そもそも何で日本が

「.jp」なんだとか、何でイギリスが「.uk」なんだという話をしたときに、誰かがそれ

を決めているわけで、それを決めているのがＩＣＡＮＮという組織でございます。ＩＣ

ＡＮＮはカリフォルニア州の非営利公益法人でございまして、そこの中でＩＰアドレス

とか、ルートのＤＮＳサーバーの調整だとか、先ほど申しましたドメインネームはこの

国が何とかでとか、あと商業関係は「.com」でとかを決めている、調整しているところ

でございます。これは特に国連とかではなくて、いろんな人が参加している１つの非営

利公営法人でございます。 

 ６ページ目に行きまして、日本の場合、日本の人がもしもドメインを使う場合はどう

なっているのというのがこの図でございますが、先ほど申しましたそういう調整を世界

的にしているＩＣＡＮＮ、この非営利法人が、左側が「.jp」であればＪＰＲＳさんに

管理をお願いしたり、ほかの「.com」だとか「.net」などは、それぞれ管理の事業者に

委託しています。その管理事業者をレジストリと呼んでいまして、例えば総務省であれ

ば「総務省.jp」を使いたいんだというときは、実はレジストリに直接申し込むもので

はなく、レジストリの１個間に入ったレジストラというのがございまして、インターネ

ットサービスプロバイダーさんがやっていたりするんですけども、その方に申し込んで、

その方々がまたその上のそれぞれの管理をしているレジストリに登録するという形にな

っております。 

 後ほど申しますが、「.jp」の場合はＪＰＲＳさんが管理していまして、公益性の担

保についての協議をＪＰＮＩＣさんというインターネット関係のことをされている一般

社団法人と、総務省の間で協議をして見させていただいております。 

 １ページめくっていただきまして、ＪＰドメインの管理の経緯なんですけども、ちょ

っとこれが複雑でございまして、もともとインターネットはアメリカがやっていました。

それが１９７０年から１９８０年、アメリカが中心になって研究していた中で、１９８

６年に村井先生のほうにＪＰドメインの管理権限が委任されています。このときにはボ

ランタリーなグループでやっていたと聞いておりまして、その後、やっぱり使う人が増

えてくると関わってくる人も増えてくるということで、ＪＮＩＣ、後にＪＰＮＩＣに変

更するんですが、１９９１年に任意団体を作り、その後、１９９３年ぐらいがインター

ネットが商業化をしている時代でございまして、ここで使う人が増えていくということ
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で、先ほど申しました任意団体のＪＰＮＩＣさんがＪＰドメインの管理を引き続きする

のですが、任意団体の中で公益法人化になります。その後使っている人が多くなったり、

機動性を必要としたりするということで、ＪＰＮＩＣさんの中から株式会社のＪＰＲＳ

という会社を立ち上げまして、そこにＪＰドメインの管理業務を移管します。そこの中

で移管するときに、ＪＰＮＩＣとＪＰＲＳの間で移管契約を結んでいまして、そこでＪ

ＰＲＳさんの公共性の担保をＪＰＮＩＣさんと政府当局がやるという契約が入ったので

ございます。その後にＪＰＮＩＣさんが一般社団法人に変更されております。 

 次の８ページ目、９ページ目が、ＪＰＲＳという会社ができたときにＪＰＮＩＣ・Ｊ

ＰＲＳ間で締結された移管契約なんですけども、１ページめくっていただきまして、ま

た９ページ目の辺にちょっと細かく書いてあるんですが、「.jp」はやっぱり使ってい

る人も多いことから、公共性の担保が必要だということがございまして、ＪＰＮＩＣさ

んとＪＰＲＳさんの間で公益性の担保のための契約を結んでおります。１４条の２ポツ

目でございますが、乙はＪＰＲＳ、要は「.jp」を管理しているところでございますが、

ＪＰＲＳは財務、経理に関してＪＰＲＳ、ＪＰＮＩＣ協議の上、ＪＰＮＩＣに対して年

１回報告を行う。その後ＪＰＮＩＣから政府当局に対して報告をすると。その中で、こ

の辺を改善したほうがいいんじゃないのという話があれば、ＪＰＮＩＣと政府当局は単

独で行うのではなくて、その間で相互に協議を行い、ＪＰＲＳさんに勧告をしたり、

「.jp」の管理はほかの人がやったほうがいいんじゃないかという再移管等を進めてい

くという形になっております。 

 その中で政府の役割が記載されていまして、一方、世界的に見ると、政府の役割とは

どういうものが期待されているかというのが１０ページ目に書いてございます。これは

参考までなんですけども、先ほど申しました世界的にＩＰアドレスだとか、ドメインだ

とかを配布しているＩＣＡＮＮの中に、政府諮問委員会、ＧＡＣがございまして、そこ

には政府の人たちが集まってＩＣＡＮＮに助言を行っているんですが、ＧＡＣの中で決

定された原則がここに書かせていただいた抜粋でございます。 

 ５番目の５.１の太字のところなんですけど、ｃｃＴＬＤは日本でいえば「.jp」なん

ですが、ｃｃＴＬＤが公共の利益のために運用されることを確実とするというのが公的

当局、政府当局の役割なんですというのが５.１に書かれているところでございます。 

 駆け足できましたが、次の１１ページ目にこれまでのまとめをつけさせていただいて

おりまして、ここのところに、ＪＰドメインの場合はＪＰＲＳさん１社で行っている、
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必然的にそうなってはいますが、ＪＰドメイン用のサーバーが止まる止まると「.jp」

が全部使えなくなるので、電子メール、ホームページ等が利用できなくなりますと。Ｊ

ＰＲＳに対する監督、先ほど公共性の担保と申しましたが、それはＪＰＲＳ、ＪＰＮＩ

Ｃさんの間で結ばれた契約に基づいて、政府当局がＪＰＮＩＣを介して間接的に行って

いる状況でございます。 

 ＪＰＮＩＣさんは現在一般社団法人になっておりまして、電気通信事業法に縛りはな

いのかという話を時々いただくんですが、ＪＰＲＳさんは電気通信事業法上の電気通信

事業者には入っておりませんので、電気通信事業法の細かい規律の対象にはなっており

ません。そうすると、公開は一般の会社と同じように会社法に基づき、今、貸借対照表

の要旨だけが公開されているんですけども、公共性に鑑み、その管理者たるＪＰＲＳに

対しては、より一層の情報公開が必要ではないかという観点もあるのではと考えており

ます。 

 世界に目を向けますと、ｃｃＴＬＤに関するいろいろな法律等を持っている国があり

ますというのが、１２ページから１４ページ目でございます。アメリカは「.us」なん

ですけれども「.us」の管理者は政府のほうから契約で決めています。契約の中で、そ

の契約解除をしたりすることや、報告を求めたり、差別的取り扱いの禁止などについて

書かれております。 

 一方、イギリス、フランスは法律でやっていますというのが、１３ページ、１４ペー

ジで、イギリスは、「管理人の任命」と書かせていただいていますが、「.uk」を管理

している人に対してイギリス政府が、もしも何かどうしてもにっちもさっちもいかなく

なった場合は、大臣から管理人の任命をして、管理人がその整理をしますというのが、

大ざっぱに言えば書いてございます。そのほか報告徴収もございます。 

 フランスのほうが１４ページ目でございまして、フランスは、非営利法人のＡＦＮＩ

Ｃが管理しているんですけども、それはどうして決まっているかというと、大臣によっ

て指定することで、あなたがフランスのレジストリですということを指定しています。

なので、指定だとか、報告徴収、報告をお願いしますという話だとか、下のほうに行く

と差別的取り扱いの禁止、価格の公表だとか、あと誰がどうドメインを割り振っている

のかというデータベースの権利はフランス政府というか、国全体が保持していますとい

う話が法律に書いてございます。 

 駆け足でしたが、ここまでが国別トップレベルドメイン、ｃｃＴＬＤの話でございま

－9－  



 

して、１５ページからは「.com」とか「.net」とかがあるんですけど、それが今後増え

ていきますという話でございます。 

 １５ページ目に参りまして、今まで「.com」とか「.net」とかがあったんですけど、

今まで２２種類しかありませんでした。これも順次増えていたわけですけども、経緯の

２個目ですが、２０１２年１月から新しいトップレベルドメインを使いたい人はいませ

んかというのをＩＣＡＮＮ――また出てきましたけど、世界的なところで募集しました

ところ、約２,０００件の申請があって、日本からも７１件申請がございます。今残っ

ているのが６９件なんですが、順次審査と、あと契約等の準備をしていると聞いており

ます。このように日本からも申請がございますので、今までは「.jp」しか日本の中で

管理していなかったんですが、例えば「.nagoya」だとか、「.tokyo」といったところ

も今後日本で運営されていくという話がございます。 

 １６ページ目は、どんなものが申請されたかというところでございます。社名だとか、

地理的名称だとか、あと「blog」とか、「design」だとか、一般名称も応募されている

ところでございます。 

 これが簡単な今後のｇＴＬＤの動向でございまして、１７ページ、１８ページ、最後

の２ページは少し特殊な話になるのかもしれませんが、一方、今までドメインそのもの

の話をしてきましたけど、先ほど申しましたドメイン、「.jp」は日本だとか、もっと

言えば、ＩＰアドレスを世界的に割り振っている組織であるＩＣＡＮＮの背景を申しま

すと、１７ページ目でございますが、下の段がドメインとかＩＰアドレス、今までの話

でございます。半分上の三角形の矢印のところを見ていただきたいんですけども、ＩＣ

ＡＮＮと米国政府の間にはＩＡＮＡ契約がございます。これは何かというと、ＩＣＡＮ

Ｎがドメイン名の調整をするんだとか、ＩＰアドレスの調整をするんだということにつ

いての米国政府と契約でございます。もともとインターネットは、米国でいろいろ研究

して始まった経緯もあってこういうことになっているんですが、一方、ＩＣＡＮＮにな

い権利がありまして、先ほど申しました「.jp」がそもそも日本のものだとかいうのは、

機械同士でやるときにはルートネームサーバーという右上のものを使っているんですけ

ど、要は、例えば新しく先ほど申し上げました「.tokyo」みたいなのが使えるようにな

りましたというと、インターネット上でも機械の中でそれを配布しなきゃいけないんで

すが、ルートネームサーバーを書きかえる権利が実はＩＣＡＮＮにはなくて、ルートネ

ームサーバーを書きかえるには米国政府の承認が要りますという形で、ＩＣＡＮＮの関
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係に、米国政府の契約だとかいうものが入ってきていますという話がございます。 

 １８ページ目はそれ自体というよりも、それに起因した話なんですが、最近インター

ネット関係の国際的な動きとして、このようにインターネットガバナンスをめぐる主な

対立構造がございます。ＩＣＡＮＮはマルチステークホルダーという、いわゆるいろん

な人が入ってくるという形で議論をしているんですけども、やっぱりＩＣＡＮＮでの今

のインターネットガバナンスの仕組みを支持しているところと、一方、国や国連、ＩＴ

Ｕ等でやるべきじゃないかというところがございまして、国やＩＴＵ等の国際機関で管

理を主張しているところとしてロシア、ブラジル、アラブなどがございます。日本と米

国は、今までどおりＩＣＡＮＮのマルチステークホルダーでやったらいいんじゃないか

ということを主張して、今、対立があることを最後の御参考までに申し上げて事務局か

らの資料の説明を終わりたいと思います。なお、参考１－４に、情報通信審議会総会と

情報通信政策部会にこれを諮問したときの委員の皆様からの意見をまとめたものをつけ

させていただいておりますので、今後フリーディスカッションの際に御参考になればと

思っております。長くなりましたが以上でございます。 

○村井主査  大変難しいことを一気に説明していただきまして、私も専門家として恐縮

な限りです。まずは御質問等を受けたいと思いますけど、その前に主査としてではなく、

大学教授という立場に戻って確認しておきたい内容がありますので、それだけやらせて

いただいてよろしいですか。 

 １ページ目に戻っていただきまして、この資料にございますトップレベルドメインの

議論をするときに、「.edu」と、「.gov」と、「.mil」、それから「.int」というのが

あります。これが歴史的なＴＬＤですが、アメリカで始まった仕組みなのでアメリカの

政府機関・軍事機関・教育機関用として残っているものです。今回は関係ないとは思い

ますけれども、念のためご説明しておきたいと思います。また、「int」というのが国

際機関用としてあるのも歴史的な理由でございます。 

 次のページ、ＩＰアドレスとドメイン名というところにも１点あります。先日のモン

テビデオ宣言の中でもバージョン６のことが出ていましたが、ここの例は全部バージョ

ン４のＩＰアドレスが書いてあります。ＤＮＳ用語では、バージョン４のことをアドレ

スのＡをとってＡレコードといいます。現在は、バージョン６というＩＰアドレスが使

われていまして、これをビット長としてＡが４個並んだＡＡＡＡと書くクワッドＡとい

うレコードがあります。そして、この絵を教科書で描こうとすると、番号のところにＩ
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Ｐバージョン６のアドレスを書くのが今の教科書では普通になっています。したがいま

して、別の資料を見たときに、ここにもう少し長い番号が書いてあることもありますが、

それは今ご説明したＩＰバージョン６のアドレス長、アドレス名が書いてあるというケ

ースとなります。一応、運用上は一緒なのですけれども、ＤＮＳではＩＰバージョン６

への対応が遅れているところがあって、これもスムーズな運営ということでは１つの課

題になっています。 

 ４ページを見ていただきますと、これは一応ご説明の中にあったのですけども、議論

していく中で、用語がきちんと定義されていたほうがいいかと思いました。この中では、

レジストリとレジストラという言葉が出てきませんけれども、大変重要な区別になりま

す。先ほどのご説明の中で、管理運用事業者と言っていたのがレジストリのことだと思

います。レジストリの仕事は２つありまして、さきほどルートサーバーのところのアメ

リカの説明でもありましたけれども、例えば「.jp」という空間にはどれとどれが入っ

ていいかということをデータベースとしてユニークネス、つまり一意性を保証しなけれ

ばいけない。この仕事と、データベースにアクセスできるサービスを整備するというの

がレジストリの仕事です。そして、その登録するサービスを機能として提供するのがレ

ジストラ、つまり登録事業者です。したがって、登録を仲介し、レジストリのデータベ

ースに反映させて、そのサービスに対してお金を取る、これがレジストラの仕事です。

ここでは運用管理、管理運用という幾つかの言葉でぶれていますが、それがレジストリ

のことで、登録事業者と書いてあるのがレジストラのことだと思います。専門用語では、

レジストリとレジストラは２つの事業者に分かれていまして、ＪＰＲＳはレジストリ、

そして、その後ろにＧＭＯインターネットは登録事業者の最大手と書いてありますけれ

ども、これがレジストラという役割だということで、今後の議論の中で、明確に区別し

て使っていきたいと思います。 

 それから、これは記録のためでどうでもよいことですけども、７ページで、８６年に

ＩＡＮＡより慶應義塾大学村井純がＪＰの管理権限を委譲というのは、私はこのとき慶

応大学にいませんで、東工大にいたと思いますので、おそらく東工大ではないかとは思

いますが、全然重要ではないですね、ごめんなさい。ただ、記録としては一応どこかで

直しておかないと、いつまでもこうなってしまうので。私が気がついたのはそんなとこ

ろでしょうか。 

 非常に複雑なことを一気に説明していただいたので、色々なところにお気づきの点も
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あるかと思いますが、そのほか今の説明資料で補足をしていただける方はいらっしゃい

ますか。加藤さんはいかがですか。大丈夫ですか。 

○加藤委員  大丈夫です。 

○村井主査  江﨑先生、あるいは詳しい方で、この資料を補足していただくという方は、

よろしいでしょうか。 

 

  （２）フリーディスカッション 

 

○村井主査  それではこの後はフリーディスカッションでございます。小一時間あるか

と思いますが、今日は第１回目ですので自己紹介を兼ねて。それほど人数はいらっしゃ

らないと理解しておりますので、それぞれ自己紹介と、この問題に関しての問題意識で

あるとか、今の説明でわからなかったこと、何でもいいですけれども、とりあえずは１

ラウンド行きましょうか。それでは江﨑先生から時計回りで行きましょう。 

○江﨑主査代理  どのぐらいの長さで。 

○村井主査  大体２分といっても10分ぐらい話してしまう人が多い中、８人ですから、

３分ぐらいあると思ってください。 

○江﨑主査代理  ３分ぐらいですね。東大の江﨑でございます。資料は、私がこの業界

に入る前からの話もあって非常に大変だったと思いますけども、この問題というか、大

きく言うと、僕も少しＩＳＯＣというＩＣＡＮＮの上に組織されているInternet 

Societyというところの理事も３年ぐらいお手伝いさせていただきましたけども、その

ときにもやっぱりいつでも出てくる問題は、マルチステークホルダーの環境をどうちゃ

んと作っていくのかということは常に議論の中で入ってきます。それから、マルチカル

チャーというのか、組織体というよりも、インターネットの中にあるコミュニティーを

どういうふうにちゃんとアコモデートするかというのも、議論の中で非常に多くの時間

を費やして、そういうメッセージを出していっています。それから、どうやって動くも

のをちゃんと尊重しながら次につなげていくのかという議論が非常に多くて、ルールを

作って動かしていくというよりも、やっぱりちゃんと動いていくものに合わせながらル

ールを作っていくというのが非常に大きな、ＩＳＯＣを中心にしたグローバルドメイン

でのガバナンスのモデルになっていると理解しております。 

 その中で、国との関係というのは、当然国は国の利害を最大化する、あるいはプロテ
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クトすることになりますけども、それと少し違うところとしては、企業の活動が既にグ

ローバル化している中で、そういう意味でのインターネットエコノミーをどういうふう

に政府が支援するのかというところを考えていかないと、グローバルドメインでのガバ

ナンス、あるいはそのエコノミーがうまくいかないというところから、政府との関係を

常に意識していることになります。 

 あと、その中では当然ながら、国ごとの、あるいは地域ごとの差が出てくるというの

は、この資料の中にも新興国と、欧州、それから北米では少しずつ違うと。しかしなが

らその中で、ローカーリティーを尊重しながら、だけどもグローバルにはきちんとした

形に持っていくことをどうしていくのかというのが、特にインターネットを作ってきた

国に非常に求められているというのを、我々としては意識しなきゃいけないんじゃない

かと思っています。ちょっと抽象的でしたけども、そういうところがポジションかと思

います。 

○村井主査  ありがとうございます。 

 それでは加藤さん、お願いします。 

○加藤委員  加藤でございます。私はちょっと自己紹介させていただきますと、３年前

に、今のインテレクチュアルベンチャーズという会社に移るまでは、ずっと富士通にお

りまして、特に１９８９年から２００２年まで１３年間、ワシントンＤＣに駐在してお

りました。その間アメリカ、特に９３年からクリントン政権になって、インターネット

やデジタル社会がどんどん成長して、今の国際的な地位を取り戻すのを目の当たりにし

ておりました。特にインターネットが、９８年からＩＣＡＮＮを通じて国際的に普及す

るのを見ながら、そういう議論の中にも参加した結果、２０００年から２００２年にＩ

ＣＡＮＮの理事も担当させていただきました。その後日本に戻りまして、インターネッ

トの国際的な議論にもいろんな形で参加させていただいておりまして、先週もバリ島で

インターネットガバナンスフォーラムという国連の場で、インターネット全体の制度は

どうあるべきかという議論が毎年のように続いているんですけれども、そういうものに

も参加させていただいております。 

 そういう意味では長い２０年間、インターネットが、本当に重要な社会のインフラと

して成長してきたわけですけれども、その間に諸外国、特にアメリカでは、グーグルで

すとか、フェイスブックさんとか、いろいろなインターネットを活用した新しいビジネ

スがどんどん成長している。それに対して、日本は同じようにこのインターネットとい

－14－  



 

うすばらしい材料を使って成長しているのかということを常に問題意識として持ってお

ります。そういう意味で、ここまで日本もドメイン名の制度を運用してきたわけですけ

れども、このような場で、もう一度今のドメイン名の制度が、日本にとって十分活用さ

れているのかどうか、社会に大きな貢献をしているのかどうかという点でよく考えさせ

ていただきたいと思って、大変楽しみに参加させていただいております。 

 ちょっと長くなりますけれど、その場合に、先ほど事務局からも、日本政府、各国の

政府がこの問題にどうかかわるかという問題が議論されているという御指摘がありまし

た。先週のインターネットガバナンスフォーラムでもそういうことが非常に大きな課題

になっております。日本にとって、最初に私の思いを申し上げて恐縮なんですけれども、

２点、その観点から申し上げたいのは、１つはインターネットをうまく使えば、日本の

社会や日本のビジネスがぐんと伸びるチャンスがあるんです。ある意味では、これはす

ごいチャンスなんですね。ですから、この際必要ないろんな古い制度はやめて、ディレ

ギュレーションをすることも踏まえて、日本がインターネット、ドメイン名制度を最も

使いやすくて、社会に貢献できるような国にしていただけないかという観点から考えて

いただけないかということが１つです。 

 それからもう１つ、逆にインターネットがこれだけ重要なインフラになってきたおか

げで、我々が予想しないような大変な災害が起こってしまったり、社会に対する大きな

問題が起こってしまう。そういうときに、完全に民間だけの手で今のインターネット制

度、社会を守れるのかという観点がもう１つ必要なんじゃないかと思います。やはり諸

外国は、そういうために本当に必要最低限の分野においては、政府が関与できるような

インターネットの運用、ドメイン名の運用に関する管理体制、監視体制を考えていらっ

しゃいます。そういう体制をどうやって維持していくのがいいか、ぜひ今申し上げまし

た２点を、この委員会の中で今後も検討させていただきたいと思います。ありがとうご

ざいました。 

○村井主査  それでは、上村先生、お願いいたします。 

○上村委員  国際大学グローバル・コミュニケーション・センターの上村と申します。

よろしくお願いいたします。 

 私はこれまで情報通信政策ですとか、インターネットガバナンス政策を研究してまい

りました。中でもｃｃＴＬＤのドメイン名政策については、各国比較などもやってまい

ったような経験がございます。江﨑先生ですとか、村井先生は、技術的な、あるいはテ
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クノポリティクスのような研究をなさっていたのではないかと思いますが、私はそうい

う意味では、ソシオエコノミクスというか、利用料金だとか、登録料と利用料金の関係

ですとか、あるいはその他の利用しやすさがドメイン名の利用をどう促進するかという

ような研究をしてまいりました。 

 それで、ドメイン名が安定的に管理運営されることが重要だという話がございました

けれども、私が個人的に目撃したエピソードがあるので、それを踏まえて考えてみたい

と思うんですが、ちょうど１年ほど前に、スマートフォン向けのインターネット有料ラ

ジオ放送の同時再送信のアプリケーションがありまして、それが使えなくなるというト

ラブルがありました。これを調べてみますと、ドメイン名が解決できなくなったことで

同時再送信サービスが使えなくなったということだったようです。実はそのドメインと

いうのは「.jp」ではありませんで、ラジオ放送だったので「.fm」という、いかにもＦ

Ｍ放送を想起させるようなドメイン名を使っていたわけですけれども、利用者はスマー

トフォンアプリですので、ドメイン名を直接タイプしたりすることはないわけです。で

すから、利用者の知らないところでドメイン名が使われていて、そこでトラブルがある

と利用者が不便をこうむることがスマートフォン時代にはあらわれてきていて、こうい

うことは、従来のドメイン名の安定性・信頼性とは違う視点で、利用者保護ですとか、

消費者保護ですとかいうことを考えていく必要があるのではないかと感じております。 

 それからもう１つ、私は一昨年まで、長岡技術科学大学の三上副学長とドメイン名に

関する共同研究をさせていただいた時期がございまして、その中でモデルＴＬＤチャー

ターというものを我々なりに開発いたしました。これはｃｃＴＬＤをはじめとしたドメ

イン名のＴＬＤの管理運営に当たり、どういったプリンシプルを持つべきなのかという

ことを実証研究を踏まえて制定したものですが、その中では、自由で安価なドメイン名

の利用の推進であるとか、管理運営におけるオープン性であるとか、国際化ドメイン名、

ＩＤＮの利用促進であるとか、ローカルな言語の利用の推進であるとか、安全性の確保

であるといったことをドメイン名の管理運営の方針の中で尊重していくべきだという提

言をさせていただきました。これは日本だけではなく、さまざまな途上国も含んだｃｃ

ＴＬＤ向けのプリンシプルですので、我が国の「.jp」において、同じ原則がそのまま

必要であるかというところについては議論の余地があろうかと思いますけれども、そう

いったことを踏まえて、この場でも議論ができればいいかなと考えております。以上で

ございます。 
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○村井主査  どうもありがとうございました。 

 小塚先生、お願いします。 

○小塚委員  学習院大学の小塚でございます。私は大学に帰りますと商法、会社法とい

う分野を担当しておりまして、そういう意味ではちょっと距離があるようにも見えます

が、実は総務省さんにはいろんなところで御縁がございます。今日の午前中も放送政策

研究会にお邪魔しておりまして、例えば放送制度であれば、放送持ち株会社というとこ

ろで接点があるというように情報通信の分野にはいろいろとお世話になっております。 

 それでドメイン名に関しては、実は１０年以上前に非常によくわからないと思って、

勉強しようと思ったことがありまして、いろんな方に教えてくださいと言ってまいりま

したが、最後に行きついた方がこれを読みなさいと言って示されたのが、当時の郵政省

で出しておられたと思いますが、『通信白書 for Kids』という子供用のものでござい

まして、これはわかりやすいから読みなさいと言われまして、それを勉強して以来私が

理解したのは、ドメイン名の仕組みは、基本的には私的なといいますか、要するに民民

の合意で成り立っている世界なわけですね。そういう意味では符牒と同じことでして、

例えば総務省の入っている建物、合同庁舎２号館を、もちろん住所は霞が関２－１－２

ですが、これをどこかの運送業者が自分の中、業者の中の符丁として、じゃあ合同庁舎

２号館はＧＣ００２と呼ぼうというのと変わりないといえば変わりないですね。それに

公共性があるという人は誰もいないわけです。 

 そうすると、ドメイン名のどこに公共性があるんだろうというところをよく考えて制

度設計をする必要があるのではないかと思うわけです。それは１つは、今の例はある１

事業者が内輪でそう呼んでいるかもしれない、運転手同士で呼んでいるかもしれないと

いう話ですが、インターネットのドメイン名は、それを使って公私のいろいろな活動が

もうこれなしでは済まないという状態になっている。そういうネットワークとしての効

果です。そういうところがあるということなので、そうなりますと、今日の資料にも出

てまいりましたが、公共的な規律というときの１つの大きな問題は、いわゆる差別的な

取り扱いの問題、そこから恣意的にある種の人たちが排除されたり、ある種の人たちが

不利益をこうむったりしないことが大事なんだろうと思っています。 

 それから２つ目は、そのように意味があるのであれば逆に、なぜそれでは国がやらな

いのかという、最後にちょっと国際対立のような形で御紹介がありましたけれども、そ

の問題もよく考える必要があると思います。それだけ大事なものであるにもかかわらず、
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やはり今でも民間に、むしろ株式会社に託されている。そこにどういう意味があるのか。

それはやはりそうしておくことによる柔軟性といいますか、新しいことをどんどん考え

ていく、技術の進展に応じて新しいサービスを入れていくのにそういう体制がふさわし

いと考えているのだろうと考えますと、公共的なことの担保といっても、そこには新し

い活動を縛ってしまわない緩やかな在り方があるのではないか、インターネットのダイ

ナミズムにふさわしい在り方があるのではないかと感じるのが２点目です。 

 ３点目は、私の専門に引きつけるようで恐縮ですが、そのようなことで株式会社に役

割を託すとなりますと、その会社のコーポレートガバナンスは大丈夫でしょうかという

ことなんですね。例えば極端な場合には、その会社が倒産してしまうことがあれば、Ｊ

Ｐドメインはどうするんですかという話になりますので、そういう意味で、その会社の

ガバナンス構造もよく考えてみる必要があると思っております。どうぞよろしくお願い

いたします。 

○村井主査  ありがとうございます。 

 既に大変重要なことが、自己紹介という名を借りて語られ始めているような気がしま

すが、引き続いて沢田さん、お願いいたします。 

○沢田委員  一般社団法人ＥＣネットワークの沢田と申します。よろしくお願いいたし

ます。ＥＣネットワークのＥＣというのは、Electronic Commerceのことでございまし

て、私どもは電子商取引、インターネット取引のトラブル相談所です。インターネット

のトラブル相談を受けている立場から、トラブルに遭うインターネットユーザーである

消費者という目線でお話をさせていただければというのが１つです。もう１つは、Ｅコ

マースを担っている事業者さんたち、中小零細のインターネットショップを含めて、ド

メインの末端ユーザーであるＥＣサイト等の目線で発言をさせていただければと思って

おります。 

 そもそもドメインの話は結構難しいですし、経緯もあって、片仮名も多くて、今まで

のお話を聞いていても片仮名だらけでなかなか入りづらいこともあり、一般ユーザーが

ドメインに関して意見を言う機会はほとんどなかったので、こういう場を設けていただ

いたことは、大変ありがたいと思っております。 

 今日の御説明の中には出てこなかったんですけれども、「.日本」という新しい日本

のｃｃＴＬＤができるというお話がございます。私は２００９年から２０１０年にかけ

て、「.日本」の管理運営事業者を選定する協議会の活動に参画させていただきました。
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それは情報通信審議会の答申に基づいて、民主導でやろうということで設置された協議

会でございました。まさに民主導で、皆さん手弁当で、相当なリソースをかけて議論を

して、選定基準、つまりｃｃＴＬＤを運営される事業者さんにはどういう基準や要素が

必要かということを相当力を入れて議論したという経緯がございます。こちらでその議

論の成果も活用していただければと思います。 

 結果としては、「.jp」と同じく、ＪＰＲＳさんが「.日本」の管理運営事業者になる

ことに決まったと理解しておりますが、今日の大きなテーマの１つである国との関係、

政府との関係をどういうふうに考えていくかという問題は、実は「.日本」の議論のと

きには、どういう事業者さんを選べばいいかという選定のところにはかなり力を入れて

議論したのですけれども、その後どういうふうに監督を恒常的にしていくかというとこ

ろは、議論が尻切れで終わってしまった印象を持っておりますので、今回の場で、それ

をきちんと議論していただければと思います。 

 私自身は、そこに参画させていただいた中で、これだけもう何十年もたって、公共的

なインフラとなったドメインに関して、独占的に行う事業者さんに関しては、民間がや

っているということは全く問題ないと思うんですけれども、公益性の観点からのコント

ロールは、必ずしも官が行う必要はないかもしれませんけど、「公」（パブリック）か

らのコントロールはおそらく必要だろうと個人的には思っています。多分、一般の消費

者含めユーザーは、「.jp」は国が管理していると思っている人も結構多いかと思いま

が、そこの誤解をどう解いていって、透明性を高めていくか、それぞれの責任の範囲を

明らかにしていくことも必要ではないかと思います。日常の監督体制に加えて、先ほど

ちらっとお話がありましたけれども、原発事故みたいなとんでもない事態が起こったと

きに、国と、民間事業者さんと、ユーザーとがどういう責任分担となるのかということ

も多分考えておく必要があるんだろうと思います。 

 すいません、長くなりました。もう１点だけ、ｃｃＴＬＤ以外のｇＴＬＤに関しまし

ては、やはり公共的な要素がある地名ドメインもかなり関心のあるところでございます

し、消費者保護の立場からは、ＴＬＤに限らず、悪質事業者の排除というところに、Ｗ

ＨＯＩＳなどドメイン関連の仕組みがどんなふうに役立ってくれるのかというところに

もかなり関心があります。ちょっと雑多になってしまいました。以上です。 

○村井主査  ありがとうございます。 

 それでは、新美先生、お願いします。 
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○新美委員  明治大学の新美でございます。私も小塚先生同様、バックグラウンドは法

律であります。私は民法という、小塚先生よりもう少し一般的な私法の立場で教育研究

をしております。その中で、研究テーマとして焦点を合わせてきたのが、科学技術と法

というところでございます。そういう観点から、環境法だとか、あるいは消費者法、さ

らにはこの情報通信のところも関心を寄せてまいりました。 

 それらを全般的に見てみますと、テクノロジーの最先端の分野や専門的判断が不可欠

な分野などを、国が上から規制するのは不可能であるということが明らかになってきて

おります。そこで、どういう手法が取られているのかを比較法的に見てみますと、グッ

ドプラクティスを民間、つまり、それぞれの分野の専門家ないし事業者の人たちに明ら

かにしてもらって、そのグッドプラクティスをきちんと確保するという役割を公ないし

は官がやってきている。そして、グッドプラクティスは常に進展しますので、その形成

について常に公がコミットしていくというのが、どうも比較法的に見ると一般的なよう

に思われます。最近では、通信法も消費者法も環境法もそういう方向になってきており

ますので、ドメイン名の問題も、そういった基本的なスタンスでやっていくのが一番適

切なのではないかという印象を持っています。以上でございます。 

○村井主査  ありがとうございます。 

 それでは山本先生、お願いします。 

○山本委員  東京大学の山本と申します。私も専門は先ほどのお２人の先生と同様、法

律ですけれども、その中でも行政法という、民事法というよりは公法の分野を専門にし

ております。この分野に関しては、以前に総務省で少しドメインネームの管理について

研究会があった際に、若干かかわらせていただきましたけれども、それほど専門的な知

見があるわけではございませんので、いろいろ勉強させていただきながら考えたいと思

っております。 

 先ほどからドメイン名の公共的な性格という話がございましたけれども、基本的にこ

の技術、特に通信に使われる技術が、民間主導で発展してきたという経緯は、やはり重

視しなくてはいけないと思います。したがいまして、政府、あるいは国が関与する場合

にも、そこのところは十分に注意して、民間主導の風土といいますか、あるいは実際の

活力が失われないような形をとらなくてはいけないと思っております。ただ他方で、公

共性という話がありましたけれども、先ほどのお話がございましたように、それ自体と

して当然に公共的な性格を持つというものではおそらくないだろうと思いますが、これ
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だけ社会的な影響力が非常に強くなっている現実からして、やはり一定の透明性とか、

信頼性等を確保するために、国が何か考えなくてはいけないということではないかと思

います。参考１－４のところで、既に情報通信審議会でも若干具体的なことが話として

出ているようですけれども、国がかかわる場合にもいろいろなやり方がありますし、そ

れから程度がありますので、そこのところをどのレベルで、あるいはどういったやり方

でやっていくのかということをこの場で私自身も考えたいと思いますし、議論をしてい

きたいと思っております。 

 具体的に申しますと、国が出ていく場合であっても、今の参考１－４の中にあります

ように、契約というやり方ももちろんあります。それから契約という場合であっても、

法律に基づいてというやり方もありますし、さらに言えば、法律の中にどの程度その契

約に関することを書いておくのか、それとも契約にほとんど任せる形にするのかという

ところもいろいろなやり方があると思いますので、その辺をここで議論できればいいな

と考えております。 

 それから特にｇＴＬＤ、分野別のトップレベルドメイン名のことですけど、こちらの

ほうもどういうふうに考えていったらいいのかということは私も大変興味がありますの

で、あわせて議論していきたいと思っております。よろしくお願いいたします。 

○村井主査  ありがとうございます。 

 それでは、吉川さん、お願いします。 

○吉川委員  公益社団法人全国消費生活相談員協会の吉川と申します。私どもの仕事は、

全国の自治体の消費生活相談窓口で消費生活相談を担当しておりますので、先ほどの沢

田さんのようにインターネットだけというのではなくて、一般的に広くいろんな相談に

当たっております。 

 消費者と一番接点があるといえば私たちの会の者ではないかと思います。その中で、

先ほど「.jp」は国が管理しているとみんな思っているだろうというお話がありました

けれど、おそらくそこにも至っていないんだろう、便利なツールで使っているので、ま

た当然何となく利用させていただいていて、ただ「.jp」がついているからジャパンの

略かなぐらいのところではないかと思います。どこが管理しておられるかということも

全く無関心で利用しているのが一般の消費者だろうと思います。 

 ただし、今まで政府とかかわりなく発展してきたということですが、一般的にはほと

んどの人がインターネットと関わりを持つようになった今、社会的に重要なインフラと
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いう位置づけで捉えれば、今、公から民へという流れの中で、反対の規制というのがい

いのかどうかという思いはありますが、いろんなことを考えますと、やはり公的な何ら

かの規制が必要ではないか、民間が主導でやってきた今のままでいいのだろうか、何か

あったときに、経済活動だけではなくて、国民全部が困るような事態に陥るようなもの

であってはいけないと思います。そのあたりのところは非常に関心を持っております。 

 ただ今日御説明いただいた言葉の中で、初めて聞く言葉もあったりということで難し

いことが多いのですが、一般の消費者との立場でいろいろと発言をさせていただけたら

と思っております。 

○村井主査  ありがとうございます。 

 それでは、一通りこれで自己紹介と、それからもう既に議論の内容で大変重要な点を

お話しいただいたと思いますので、ここから本当にフリーディスカッションにしたいと

思います。私は主査ですので、あまり話さないようにしますが、最初ですので、私の経

験からも１点、皆さんのお話を伺って少し思ったことをお話したいと思います。 

 さきほどテクノ何ておっしゃいましたっけ。 

○上村委員  テクノポリティクス。 

○村井主査  実は一番最初に純粋テクノロジーからテクノポリティクスに踏み入れたの

がドメイン名で、そのときは例えば「jal.com」というのは日本航空がとるべきだとい

う議論でした。当時、ファーストネームがＪでラストネームがＬでミドルネームがＡの

John Andrew Lettellir氏という方が「jal.com」をとっていたのです。そして、私たち

エンジニアにとっては、「.com」という空間でユニークネスを保証するためには、「フ

ァースト・カム、ファースト・サーブド」、これを守っていれば必ず動くのです。した

がって、正しく動くためには「jal.com」を最初に申し込んだ人に渡せばよかった。と

ころが、日本航空が有名なのだから世の中の人は日本航空が「jal」でなければ困るで

しょうという意見が出てきたわけです。そうすると、正しく動くというのがテクノの部

分で、いや、これは困るだろうというのがポリティクスの部分だと思います。 

 結果として、これは調停をしました。ＡＤＲということ、これをＷＩＰＯと初めて話

をしました。私はインターネット業界の４人の代表として、ＷＩＰＯとの交渉を１週間

ぐらい続けたのですけれども、結果としては私たちの判断が正しかった。つまり日本航

空ではなく、最初の方に渡すという調停の結果になりました。これは国際的な民・民の

調停です。ただ、結果として現在「jal.com」はご存じのように日本航空が使っていま
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すから、これは後で、その方と日本航空が調整をしたのだと思います。つまりそこは知

ったことではないと。こういうことでございます。 

 そのときの考え方は「ブランド」ですね。つまり商標をグローバルに通用させるため

には、国ごとに商標を登録する。コカ・コーラも世界各国で商標をとるわけです。これ

に対して、インターネットは初めてのグローバル空間であると、ＷＩＰＯの方からは随

分言われました。したがいまして、グローバル空間の中で、商標、ブランドを保つとい

う社会的なアプローチはどうすればいいのかという命題だったわけです。 

 では、これを誰が決められるのかと。「jal」は有名だから日本航空だという話なの

か、いや、最初に来た人がやはりとるべきだという話なのかというのは、調整をしなけ

ればいけないので、Alternative Dispute Resolution、すなわちＡＤＲの仕組みを社会

の中で作って、そこで調整をして、それで動こうということにしたのです。１つは「ブ

ランド」ということがあります。さきほど藤川さんがおっしゃったような「.toyota」

とか「.nagoya」とかいうのもブランドで動いていくだろうと思います。「.jp」もそう

だと思います。そういうわけで、このブランドの公平性とは何かという議論が確かにあ

るのです。ただしグローバル空間が前提です。 

 そして次に、さきほどの上村さんのお話で、「.fm」、ＦＭラジオのアプリケーショ

ンが動かなくなったという事例がありましたが、これはＤＮＳを引きに行って動かない

と、インターネットでは全てが動かないように見えるのです。ラジオのアプリケーショ

ンをスマホで使っている人は、「.fm」なんて裏で引いているとは知らないわけですか

ら、ラジオを動かしたら動かなくなりました。よく調べてみたら、本当かどうか知らな

いけれども、ＤＮＳでの名前解決が失敗していました。こうなったらラジオが動かなく

なるのです。震災のときにラジオが聞こえなくなったら困ります。そのぐらいインフラ

化しているわけですね。裏にＤＮＳのサービスが走っている。これは実はＤＮＳのサー

ビス、つまり機能なのです。ブランドの面の社会的な責任と、それから、機能として止

まらないという２つがあります。 

 さきほどの参考資料１－４の真ん中、３番目にＭＴＢＦ、Mean Time Between 

Failureという専門用語が出ており、要するに、故障する時間が短いということを指標

として持っていて、それが信頼性のあかしだと言っています。あまりに故障が多い場合

は退場勧告だということをここで言っていますけれども、つまりこれは機能ですね。さ

きほどの「.fm」の議論はこれに近い話です。サービスが止まらないようにしてくださ
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い、止まったとしても例えば３０分以内にリカバーしてくださいといったことが、まさ

にこの話だと思いますが、そうすると、ブランドが社会の中で正しく動いているという

話と、それからサービスがスムーズに動いているという話の２つがあるわけです。逆に

言うと、ブランドとして健全に使われることが侵されることがリスクですし、サービス

が止まって、さきほどのラジオが聞こえなくなるということもリスクですので、そうい

ったリスクを回避できるためには何をすればいいのか。吉川さんがおっしゃったように、

今やその理屈はわからなくても、社会の機能の多くはインターネットで動いており、そ

れを正常に機能させるというところにＤＮＳがありますので、さきほど沢田さんも原発

事故ということをおっしゃいましたけども、つまりそういった意味での機能が健全であ

るということと、ブランド、マーケットに対しての適切なサービスができるかというこ

とが重要だと思います。そして、もちろんそれがグローバルな空間だということはさき

ほど申し上げたとおりだと思います。 

 そういったことが全て皆さんのお話の中に含まれていたので、これはすばらしいこと

だと思いましたけれども、それだけ事は複雑だと思います。私からの話は以上に致しま

すので、引き続き皆さんに御意見をいただきたいと思います。どなたでも、どうぞ。 

○上村委員  先ほどの「.fm」ですけれども、実は理由は非常に単純でして、更新手続

をやり忘れていたという大変お粗末な事例なので、この場の議論に持ってくるのが適切

かどうかはわかりませんが、インフラとしての重要性を示唆するいい例かと思ったので

紹介しました。 

○村井主査  見えていないという点も重要ですよね。見えないところでそれが動いてい

ることがあり得るということです。 

○上村委員  それからもう１つ、先ほど先生が、補足することはないかとおっしゃった

ときに思い出していたらよかったんですが、資料について一言思い出したことを申し上

げますと、１３ページの英国のｃｃＴＬＤレジストリに係る規律の件です。 

 私もイギリス、フランスの法制度のことを調べたことがあるんですが、これを見ると、

あたかもイギリスは「.uk」を政府が選んだように見えてしまいますけれども、実はそ

うはありません。この法律ができる前から、イギリスにはNominetという団体が、ドメ

イン名をマルチステークホルダー型で運営しておりました。その後にこの法律ができた

わけですけれども、この法律の趣旨は、何かNominetに不備があったときにはこういう

法律を適用しますという保険のような形で法律ができているものです。皆様の感想など
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を聞くと、国家関与の在り方についてどういうバランスをとるかということに大変御関

心あったようなので、ここだけ議論の出発点として、認識を合わせていく必要があるか

と思って補足をさせていただいきたいと思います。以上でございます。 

○村井主査  ありがとうございました。 

 そのほかいかがでしょうか。どうぞ。 

○江﨑主査代理  何人かの先生の中で、やっぱりこの領域がものすごく技術的に発展が

速くて、それを担保するために株式会社の形式で動かしている、あるいは民の形で動か

しているので、それへの対応が今のところうまく機能しているというお話をいただいた

と思いますけど、実はＩＳＯＣの中で議論されているときには、必ずその話は非常に大

きなプラクティスとしてありまして、その上での、いつも出てきているグローバルドメ

インでのコミュニティーをどういうふうに作っていくかというところになってくるわけ

で、この辺は非常に何となく抽象論になって難しいので、私なりにＩＳＯＣで議論され

た内容をまとめて皆さんに少し御紹介することを、次回もしできればやりたいと思って

います。 

 これはどうしてかというと、やっぱりその中では、国との関係をすごく意識している

し、例えばｇＴＬＤの話にしても、どうしてあえてグローバルドメインの名前を作って

いるのかということと、それともう１つ、最初主査からあった「.com」と「.edu」みた

いな、今ＵＳが所有しているように見えるけども実はグローバルドメインで動いている

ものがあって、それがＩＣＡＮＮとアメリカ政府の関係に反映しているというところも、

これは多分加藤さんのほうがよく御存知かもしれませんけども、そういうところが何で

関係しているかというのを少し整理できればと思います。 

○村井主査  ぜひよろしくお願いします。 

 ＤＮＳそのものはグローバルの中で動いているので、どんなに細かくなってもやはり

グローバルの一部分なのです。ですから、例えば「keio.ac.jp」というのは慶応大学で

すけれども、それもグローバル空間の一部なので、使う人は世界中どこから来るかもわ

かりません。ただ、その登録した名前に関しては慶応が持っているという、登録の責任

があるということと、それからサーバーの運用の責任がある。全体がグローバルなシス

テムの一部ということでいろいろ複雑な部分もありますので、そういうことを含めて、

少し江﨑先生のほうで資料を用意していただくということで、事務局にも準備をお願い

したいと思います。 
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 私からはもう１つ。さきほどの運用の話で止まるという例がありまして、止まったら

困るだろうというのはそのとおりです。登録し忘れたというのは意外だったので、私は

止まってしまったのかと思っていたのですけれども、「.fm」が止まったら大変なこと

になるわけです。それと同様に「.jp」が止まったら大変なことになります。そうする

と、止まるのかという問題について、これは技術的な問題でございまして、結論だけ先

に言うと、「.jp」というのは、その上側に「.」というのがもう１個あり、これをルー

トサーバーといいます。ＴＬＤを全部入れている箱がありまして、これを運用している

のがルートサーバーです。さきほど少し説明が出てきましたけども、これの運営責任者

が私です。厳密には、運営の責任者というと語弊がありますけれども、そのルートサー

バーの運用コミュニティーの会議のチェアを私がやっておりまして、そういう意味では、

ＩＣＡＮＮに報告をするのは私の責任なのですけれども、実はこういうことがありまし

た。 

 ２０００年のときにＹ２Ｋというのが問題になりまして、ルートサーバーのコピーを

運用している組織が世界で１３組織あるのですけれども、そのうちの１組織の責任者が

私でした。そして当時、ワシントンポストにこういう記事が載ったのです。インターネ

ットは、１３のルートサーバーを攻撃すれば止めることができるという記事でした。Ｙ

２Ｋで人類が滅亡するようなＳＦ映画ができてしまったのは、実はこの記事がもとだっ

たというところもあります。その議論は９・１１のときにも随分出まして、ルートサー

バーを守らないとインターネットは潰れてしまうという話になっていました。 

 技術的にどうかというと、コピーがそこら中にありますので、それを止めることは実

質できないのですね。そういう意味で「.jp」もそうだと思いますけれども、「.fm」も

多分なかなか止まらない仕組みで運営されていると私は思います。お願いしたいのは、

どなたかに技術的な運用の仕組み、つまりこれは本当に止まることはあるのか、どうい

う時にＤＮＳのサービスは止まるのかという部分について、なぜかというとＭＴＢＦと

いう話が出ていますので、その説明を、多分解説をしていただける紙が１枚あれば皆さ

んに御理解いただけると思いますので、これも準備しておいていただくとよいと思いま

した。動かなくなることは本当にあり得るのか、ＭＴＢＦとは何なのか、ＤＮＳではど

ういう意味なのかといった資料です。 

 そのほか何かございますでしょうか。どうぞ。 

○小塚委員  まず、大きなことを１つと、小さなことを２つぐらい申し上げたい。大き
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なこと１つは、先ほど吉川さんがおっしゃったことで、官から民へという流れの中でど

うなんでしょうとおっしゃったんですが、私は必ずしもそうは思っていなくて、もちろ

ん消費者分野ではよく御存じだとは思いますけれども、最近は官から民、いわゆるディ

レギュレーションからさらに先に行って、コレギュレーションということで、官と民が

いい形でかかわっていくことになっていますので、そういう意味では決して流れに反し

ている話ではないと理解しております。 

 というのが大きな話でして、小さな話で、若干事務局へのお願いでもあるんですが、

先ほど上村先生もおっしゃっていたイギリスの制度は管理人が出てきます。この管理人

がどういう制度なのか、もうちょっと突っ込んで調べる必要があるだろうと。これはお

そらく原語はアドミニストレーターですよね。イギリスの倒産法なんかで出てくる、日

本でいう管財人みたいな感じでアドミニストレーターがあるので、その発想でできてい

るのではないか。金銭的に倒産してしまう場合でなくて、まさに障害が発生して、そし

てレジストリの手ではもはやそれを復旧することができない、まさに止まるという状況

だと思いますが、そういうときにだけアドミニストレーター、管理人が出てくるという

制度ではないかと思いますので、どういうことを具体的にイメージしているのかという

のを掘り下げて調べてみるのはおそらく有益だろうと思います。 

 ２点目ですが、これとフランスの制度を比較しますと、フランスの制度を見ていて特

徴的だと私が思いますのは、大臣による報告徴収というのが真ん中にありまして、その

中で、ドメインネーム割り当てを規制する全体利益原則の遵守に関してその報告を求め

ると。つまりその割り当ての仕方についてまで、これがフランスとしての公益に反する

ことだ、公益だというポリシーがあって、それに関して国が監視をする、このあたりが

おそらくイギリスとのスタンスの違いだと思いますので、どちらが日本としていいのか

と。私は個人的には、こういうフランス型は少し踏み込み過ぎではないかと思うんです

けれども、そのあたりがおそらく今後の論点になるのではないかと思いますので指摘し

ておきたいと思います。 

○村井主査  ありがとうございます。 

 先ほどの「jal」などと同じで、「.jp」を最初につくったときに、例えば「nhk」と

いうのはＮＨＫだろうなどと思い、「nhk」という３文字を使いたい人は沢山いるだろ

うけど、最初、私が勝手にやっていたときは、やはり「nhk」はほかの人に渡さないほ

うがいいだろうなどと勝手に思っていました。それから「.jp」として、例えば地名を
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どのように扱うかとかいうことは、実は勝手にやっていた時もそれなりに考えてやって

はいたのです。その後、総務省にお願いをして、やはり日本の地名や、有名な名前、要

するにジャパンブランドみたいなものは「.jp」の中でリザーブしておこうといった努

力はしていたのですけれども、何となく直感的に、誰がそれを決めるのかとかいうこと

は、ご相談しながらやっていたという背景もあります。これは昔の話です。 

 何度か皆さんからもご指摘がありましたけども、やはり今やそういう時代のインター

ネットとは全然状況が違い、全ての人、全ての機能がインターネットの上で動いている

ことを前提に国家ＩＴ戦略を考えているようなところがありますので、そういう意味で

は、もう全くカバレージが違います。いずれにせよ歴史的な背景としては、今日いろい

ろと説明していただいたようなことがありまして、その中で、有名であるとか、公共的

だと思われる名前をどのようにプリザーブするかといったことについて、国が決めるの

はやり過ぎだろうけど、何となくみんなで合意しておくというのは、実際は必要だとい

う考え方は昔からあったということだと思います。そういう意味で、大事な点だと思い

ました。ありがとうございます。 

 そのほか何かございますでしょうか。どうぞ。 

○沢田委員  ありがとうございます。今のお話に関連して、今までブランドホルダーと

ドメインホルダーの関係はさんざん議論されていると思うんですが、抜けていたのが、

先ほども申し上げましたが、ドメインもブランドも関係ない一般ユーザーの視点かと思

います。先ほどの「jal」の話にしても、「nhk」の話にしても、自分の商標をドメイン

に使われたら困るという権利者のほかに、一般人がそれを見てＪＡＬだと思って取引を

してしまうということが実際に起こるので、そちらの観点からのコントロールというか、

ユーザー側からのルール参加も必要かと思います。「みんな」というときの「みんな」

の中にそれも入れてねというお願いです。 

○村井主査  ありがとうございます。大事な点だと思います。そのほかよろしいでしょ

うか。 

 

  （３）その他 

 

○村井主査  それでは時間が参りましたので、フリーディスカッションはここまでとい

たしまして、事務局からの御連絡をお願いいたします。 
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○西室データ通信課課長補佐  その他として今後の進め方ですが、資料１－３を御覧く

ださい。資料１－３に今後のスケジュール案について書かせいただいております。１０

月１日に諮問いたしまして、今日が第１回で、その後なんですが、月１回か２回をめど

に、約３回ほど関係者の方々から、例えばレジストリだとか、レジストラだとかいうこ

とをやっている方々からヒアリングを行いまして、その後、論点整理。総会、部会でも

意見が出ていましたので、どこかの途中段階で１回部会に報告しつつ、報告書をまとめ、

最後答申を３月めどということで、今事務局のほうで考えております。以上でございま

す。 

○村井主査  このタイムスパンについても色々なアイデアがありましたが、議論の内容

が大変複雑になっておりますので、少し時間の余裕を持って長さを決めていただいた背

景がございます。このようなスケジュールで進めさせていただいてよろしいでしょうか。 

 どうもありがとうございます。それではこのように運営させていただきたいと思いま

す。 

 そのほかの連絡事項、事務局のほうからございますでしょうか。 

○西室データ通信課課長補佐  次回は１１月を予定しておりまして、１１月２８日木曜

日の午後１時、１３時から１４時３０分を予定しております。こちらの場所は調整中な

ので、また御連絡させていただきます。委員の皆様には、御出欠をまた改めて確認させ

ていただきますが、よろしくお願いいたします。 

○村井主査  ありがとうございました。そのほかよろしいでしょうか。 

 

閉  会 

 

○村井主査  それでは本日の会合は、これで閉会とさせていただきたいと思います。お

忙しい中参加していただきまして、また活発な議論をありがとうございました。 

－29－  


